
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。

1,060,436

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ

6,774

給　 料 職員手当

人件費

　　　　　　Ｂ

人　

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

4,768,565

（参考）

　　　　Ｂ／Ａ　　

人件費率

　　１９年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

22.1

一人当たり給与費（千円）区分

22.2

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

24,360
２０年度

5,945

711,276

別記様式

区　　分 歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（２０年度末）

津別町の給与・定員管理等について　　　（２２年３月）

実質収支

193,321

職員数 給　　与　　費　（千円）

　　　　　　Ａ

105 461,194 56,761２１年度

(Ｈ１６)
９５．４

(Ｈ１６)
９３．５

(Ｈ１６)
９３．７

(Ｈ２１)
９４．５

(Ｈ２１)
９４．４

(Ｈ２１)
９７．５

90

95

100

105

津別町 類似団体平均 全国町村平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円

歳 円

歳 円

歳 円

　　　　②技能労務職

歳 円

歳 円 歳 百円

歳 円 歳 百円

歳 円

歳 円

歳 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成１９年北海道）。
※　技能労務職と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致するものでない。
※　年収ベースの比較において、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員は前年度の期末勤勉手当、民間は年間賞与
　　　その他特別給与額を加えたものである。

　　　　③教育職（津別町に該当無く、無記入）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で
 　　　　 ある。                                                                          
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時　　　　　 

津別町

国

営業用バス
運転者

－

－

うち自動車運転手

公務員
民間

（営業用バス運転手）

区　　分 年収ベースの比較
参考

48.1 2,458

平均給与月額

－

－

－

46.5 3,235

－

－ －

－

－

－ －

公務員

対応する類
似職種

平均年齢

民間（平成１９年）

百 3,421 百円

52.4 3,620 3,784

百 4,000 百円

48.8 3,191 3,502

百 3,547 百円

百円

44.5 3,285 3,760
北 海 道

百 3,983

3,273

3,226

対応職種なし
－

－

3,570

3,227

3,430

3,667 百円

3,528

3,918

3,686 百円

北海道

うち自動車運転手

うちその他技能労務職

国

類似団体
百円

百円

津 別 町

国

平均給与月額

津別町

平　均　年　齢

百円4,168

3,942

百円

手当込みのものであり、地方 公務 員給 与実 態調 査に おい て明 らか にさ れて い る もの であ る。

また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含

ま れ て い な い こ と か ら 、 比 較 の た め 国 家 公 務 員 と 同 じ ベ ー ス で 再 計 算 し た も の で あ る 。

平均給料月額

百

35,417

2,85549.2

3,02049.9

　　　　　　区　　分

間 外 勤 務 手 当 な ど の 諸 手 当 の 額 を 合 計 し た も の で あ る 。 こ の う ち 、 上 段 は こ れ ら 全 て の 諸

49.6

3,679

3,255

43.7

47.5

百

3,263

平 均 年 齢

41.5

類似

区 分

区 分

類 似

団 体

百

百

54,113

平均給料月額 平均給与月額

3,180

百

－

平均給料月額平 均 年 齢

百

－

平均給料月額

百

百

－

団体
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(2) 職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※　　本町関係分で公開されているものを表示（試験採用）

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※記載のないところは該当者がいないものである。

国

－

経 験 年 数 ２ ０ 年

303,900

技能労務職

教　育　職

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

140,100 129,592

区 分
初任給初任給 初任給

津　　別　　町 北海道

経 験 年 数 １ ５ 年

高　校　卒

高　校　卒

区　　　         分

高　校　卒

大　学　卒

高　校　卒

中　学　卒

教　育　職 －

－

140,100

172,200

140,100

159,285

129,592

172,200

－

経 験 年 数 １ ０ 年

259,867

－

－技能労務職

大　学　卒

一般行政職

一般行政職

大　学　卒

高　校　卒

－－

－

－ －

－

－

262,400

－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）

（注）１　津別町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

※１９年より６級制に以降。１８年以前については、６級制に置き換えて比較。

9.9

1　課長等(園長他これに相当する職を
含む。)の職務
2　主幹(次長他これに相当する職を含
む。)の職務

9

1　重要な業務を所掌する課長等(園
長他これに相当する職を含む。)の職
務

６　　級

　　　　　　　　人

50 54.9

　　　　　　　　人

10 11.0

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

19.8

　　　　　　　　％

18

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

0.0

1　高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う主事、技師、保健師、栄養
士、看護師の職務
2　高度の技能又は習熟した経験を必
要とする業務を行う技手、介護員、公
務補、調理員の職務

職員数

4

　　　　　　　　％

4.4

構成比

５　　級

1　特に高度の知識又は経験を必要と
する業務を分掌する主査の職務
2　特に高度の技能又は習熟した経験
を必要とする業務を分掌する主任技
手、主任介護員、主任公務補、主任
調理員、主任看護師(准)の職務

1　主査、主任の職務
2　主任技手、主任介護員、主任公務
補、主任調理員、主任看護師(准)の
職務

区　　分

１　　級

４　　級

標準的な職務内容

２　　級

1　主事、技師、保健師、栄養士、看護
師の職務
2　技手、介護員、公務補、調理員の
職務

３　　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

2.0%
3.3%4.4% 5.9%0.0%0.0%

18.8%
20.0%19.8%

52.5%56.7%54.9%

13.9%10.0%11.0%

6.9%10.0%9.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

２１年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成１９年度） １人当たり平均支給額（平成１９年度）

千円　 千円　

（平成２０年度支給割合） （平成２０年度支給割合） （平成２０年度支給割合）

　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当

3.0 月分 月分 3.0 月分 月分 3.0 月分 月分

（１．６） 月分 （０．７５）月分 （１．６） 月分 （０．７５）月分 （１．６） 月分 （０．７５）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

(2) 退職手当（平成２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前勧奨加算　２～３０％ 　定年前勧奨加算　２～２０％

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

津　別　町 北　海　道 国

職制上の段階、職務の級等による加
算措置　有

1,756 1,672

職制上の段階、職務の級等による加
算措置　有　（３分の１を減額中）

職制上の段階、職務の級等による加
算措置　有

－

1.45

19,173

1.50

現在、処分者を除き、勤務成績の反映を行っていない。

1.50

国

59.28

47.50 59.28

59.28

33.50 41.34

23.50 30.55

59.28 59.28

33.50 41.34

47.50 59.28

15,868

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

津別町加入退職手当組合

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55

勤務成績の評定による反映は行っていない。
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 (4) 特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（平成２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

有害鳥獣等危険手当 一般職員

支給実績（平成１８年度決算）

支給実績（平成１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

２ｋｍ以上実額又は距離により

同

異なる内容

19,266

千円

国の制度

扶養手当

手　当　名

108,667

支給職員１人当たり
平均支給年額

支給実績

千円6,079

千円11,410

千円 98,500

379,938異

591同

国は定額

有害鳥獣等駆除作業

32,103異 千円年数制限無し 2,183

（平成２０年度決算）

183

同

21,060

204

持ち家及び賃貸住宅

内容及び支給単価

扶養１人につき6,000円～13.000円

世帯区分による

課長職等一定割合

住居手当

通勤手当

管理職手当

寒冷地手当

260,955

支給実績（平成２０年度決算）

94,250

3.1

377

手当の名称 主な支給対象職員

保健師業務手当 ４級以下の保健師職員

行旅病人及び死亡人取扱手当 一般職員 行旅死亡人等の取扱作業

手当の種類（手当数） 4

防疫等作業手当 1,000円／１日

1,000円／１日

3,000円又は6,000円／１件

保健師一般業務 10,000円～30,000円／月

一般職員 感染症等処置

17,223

（平成２０年度決算）
国の制度と

との異同

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２０年度）
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５　特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

副 町 長 給料月額×12.936

報
酬

198,000

240,000

220,000

162,900

263,000

300,000 364,000

135,800

285,000

退
職
手
当

議 長

町 長

副 町 長

副 議 長

副 議 長

議 員

議 員

町 長

期
末
手
当

議 長

　　（平成２１年度支給割合）

3.0

673,000 363,000

3.0

※加算措置は独自削減により凍結

　　（平成２１年度支給割合）

任期毎

副 町 長

町 長

　　（算定方式、４年任期満了の場合）

区 分 給 料 月 額 等

給
料

750,000

650,000

（参考）類似団体における最高／最低額

321,000811,000

給料月額×20.504

任期毎

　（支給時期）
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６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

議会

総務

税務

農林

商工

土木

民生

衛生

）

）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

15 14 △ 1

02

0

0

1

10 10

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

上水道・簡易水道

その他 26

3

小　計 30

下水道 1

教育

3231

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

5

2

2

5

2

16

7

△ 1

0

平成２０年

職 員 数

7

18

小　計 16

0

＜参考＞
149.71

17

119.11

1 0

3

16

146.16

16 0

26 △ 4

22

対前年
増減数

主な増減理由
平成２１年

合　計

一
般
行
政
部
門普

通
会
計
部
門

（同上類似団体
小　計 90 89 △ 1 人口１万人当たり職員数

合　　計
136 131 △ 5

[         171        [      0     ］[         171        

＜参考＞

人口１万人当たり職員数 220.35

106 105 1
＜参考＞
人口１万人当たり職員数 176.62
（同上類似団体
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）

　

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　定員適正化目標（数・率）

 ②　平成２１年４月１日現在における定員の数値目標

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　１７年～２２年

25

計　　４　年　目

9 13 18 21

計画前年

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

１７年

全部門

減 員
増 員

差 引

職員数

平成２２年　３月３１日

職員数
14

145 136

△ 7

129

△ 1 △ 5

5
18

135 130

2

△１３（81.25％）

１９年 ２０年 ２１年

7 3 8

　　２　年　目　　３　年　目

3

（参考）

数値目標

人 人

24 0

１２９人

平成２２年度に１２９人、平成２７年度に１１１人、平成３２年に９７人、平成３
７年に８７人

計画期間
数値目標

始　期 終　期

平成１７年　４月　１日

1

人 人 人

3 1 1

27歳 31歳 59歳55歳43歳 47歳 51歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳23歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳 52歳

～

20歳 20歳 24歳 28歳

～

40歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～
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人

計

130

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成
比

%
（例）

9



７　特別会計・公営企業職員の状況
  　職員給与費の状況
     ア　決算　（２０年度）

イ　予算　（２１年度）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

7,526

上水道会計 2 8,974 1,366 3,814 14,154 7,077

簡易水道会計 1 4,739 699

27,734 103,42266,899 8,789

2,088 7,526

6,464

下水道会計 1 3,759 738 1,593 6,090 6,090

7,135

9,425 883 3,992 14,300 7,150

18,131 2,5444

2

介護サービス会計 16

国保会計

介護保険会計

職員手当 期末・勤勉手当

7,866 28,541

会計名

上水道会計 653 15,958

給　 料

給与費職員数

　Ａ

6.2

　　　　　計　　　　　Ｂ

簡易水道会計 380 5,528 12.245,482

125,553 43.9

下水道会計 3,214 6,075 1.2

介護保険会計 519

介護サービス会計 5,272

Ｂ　

会計名

国保会計

純損益又は 職員給与費

905,806

14,298

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

実質収支

6,908

千円　

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

3.4

一人当たり給与費

千円　

Ａ  

歳出決算
又は総費
用

決算・総費用に占める

29,028

　　　　千円 ％　　　　

3.2

257,346

524,813

285,747

422,537
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